令和　　年　　月　　日

　　〇〇 〇〇　さんの保護者 様

日本スポーツ振興センターの災害共済給付について

　日本スポーツ振興センターの災害共済給付は、学校の管理下で発生した事故による負傷、給食による中毒その他の疾病（ガス中毒、溺水、日射病、漆等による皮膚炎など法令で定めのあるもの）の医療費(保険外診療・交通費等は給付対象となりません)、これらの負傷又は疾病が治った後に障害が残ったときの障害見舞金等が保護者の皆様へ支払われる制度です。

　その申請は学校が行いますが、請求に必要な証明書類（センター所定の用紙に、医師等の証明をいただくもの）等については、保護者の方に用意していただくことになります。本校の担当は、〇〇〇〇になりますので、必要な書類の種類や制度内容に不明な点がある場合は、お尋ねください。
　以下のとおり、請求についての主な注意点をお知らせしますので、御確認ください。

　
請求に必要な書類
（　）「医療等の状況」・・・治療を受けた医療機関等で証明していただく用紙です。

　　　　　　　　　　　　　　窓口でのお支払いは保険診療の3割負担でお願いします

（　）「調剤報酬明細書」・・・医師の処方箋に基づき、薬を処方された保険薬局で証明していただく用紙です。

（　）「高額療養状況の届」・・・１か月の医療費が7,000点（70,000円）以上の医療費の請求の際に必要な用紙です。

＊　用紙を持参してその場ですぐに書いていただくわけにはいかない場合もありますので、記入を受けるときは、医師等の都合を確かめてから証明をお願いするようにしてください。

請求に当たっての諸注意
①　災害共済給付を受ける権利は、その給付事由が生じた日から2年間行わないときは、時効によって消滅します。
②　損害賠償を受けたときや他の法令の規定による給付等を受けたときは、その受けた価額の限度において、給付を行わない場合があります。
③　同一の災害の傷病についての医療費の支給は、初診から最長10年間行われます。

④　治療が継続中に、進学や転校等がある場合は、学校間で引継ぎの手続が必要になりますので、治療の経過については、随時学校へお知らせください。

給付を受ける手続
　学校では、「災害報告書」（災害発生の状況について証明したもの）を作成し、「医療等の状況」等の証明用紙とともに、設置者（教育委員会等）を経由して日本スポーツ振興センター新潟県支部へ毎月１０日までに提出することになっています。

　このため、療養を受けた月の「医療等の状況」等の証明は、翌月の○○日までに、担当の○○○○まで提出してください。それ以降に提出された場合は、さらにその翌月の請求になります。

〔参考〕日本スポーツ振興センターのホームページ（アドレス　http://www.jpnsport.go.jp/）でも災害共済給付制度についての情報を入手できます。
（保護者へのお知らせ参考例）








